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温暖化対策 中核と 発電部門 期待拡大

1-1 CO2対策に向けた世界的な潮流

温暖化対策の中核として発電部門への期待拡大

低炭素社会構築に向けたインフラ投資が活発化■

■

700

600

(億㌧) 世界のＣＯ２排出量

延長線シナリオ
６２０億㌧

排出抑制
割合

各国/地域の政策的動向

日本
■ 温暖化ガス2020年15%減(05年比) 

原 力新設計 基600

500

６２０億㌧

発電

38％
２７０億㌧

割合 日本 ■ 原子力新設計画15基

米国

■ グリーン・ニューディール政策

- クリーンエネルギーに1500億ドル
400

300

産業・
家庭他

62％

米国 クリ ンエネルギ に1500億ドル

投資。500万人の雇用創出

欧州

■ 新設火力へのCO2回収設備併設

を義務化 方向
200

100 半減シナリオ １４０億㌧

欧州 を義務化の方向

■ 2020年までに再生エネ比率20%

新興
■ 米・印/米・UAE原子力協定

4 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved. 4国際エネルギー機関「Energy Technology Perspective 2008」より作成
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新興国 ■ (中国) 2020年に再生エネ比率15%



電力設備投資

1-2 国内市場動向

(兆円)

2

2.5

124%
146%

158% 160%

■電力設備投資
原子力

・BWR中心に基幹電源

0.5

1

1.5
100% 102% ・BWR中心に基幹電源

として建設継続

200720062005 2008 2009 2010
年度0

*2008年度は推定実績、2009,2010年度は計画値

■電源開発計画

火力

・高効率な新設プラント

既設プラントの効率向上

１２１，６５５３３６７原子力

基数着工準備中
（万ｋＷ）

基数建設中
（万ｋＷ）

・既設プラントの効率向上

新エネルギーの拡大

４６２，８０７２３１，３９９合計

（９）(１，１８９)（２）（２７６）うちＢＷＲ

３４１，１５２２０１，０３２火力

（風力・太陽光）

電力流通網の高度化
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経済産業省資源エネルギー庁
「平成２１年度電力供給計画の概要」より抜粋

ＢＷＲ：Ｂｏｉｌｉｎｇ Ｗａｔｅｒ Ｒｅａｃｔｏｒ(沸騰水型原子炉)

電力流通網の高度化



1-3 海外市場動向

電力需要は中長期的に拡大
（1.8倍）

■電源別発電電力量
２０３０年までに１.８倍

6.7

184%

(兆kWh)

（２００５年比）

（1.8倍）

石炭火力発電の建設継続

年まで 倍

6.8 0.9

3.8134%
(兆kWh)

4.9

3.0
再生可能

エネルギー
原子力

3.2
2 6

100% 排煙処理システムの需要拡大

13.6
9.5

4.9
0.9

石炭

天然ガス
石油

原子力

7.1

3.4
1.0

2.6
低炭素社会構築に向けた

新規原子力発電所の建設
（～2020年までに72GW）

２００５年 ２０３０年
（約１７兆ｋＷｈ） （約３２兆ｋＷｈ）

２０１５年

米国エネルギー省

新エネルギーの拡大
（風力・太陽光）
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米国エネルギ 省
「International Energy Outlook ２００９」より抜粋

（風力 太陽光）



1-4 地域別発電設備需要

電力設備需要は、世界的に伸長

東欧・ロシア・CIS

■

3→14
GW/年22→30 北米

欧州
東欧・ロシア・CIS

GW/年
GW/年

アジア・大洋州
中東・アフリカ

40→35
GW/年

57→83
GW/年

15→19
GW/年

南米

中東 アフリカ

7→12
GW/年

GW/年

7 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved. 7
国際エネルギー機関「World Energy Outlook 2008」他 各種統計資料より当社試算

矢印左：’99~’06発注実績、右:’07~’20発注（運開年ベース）
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2-1 重点方針

『社会イノベ ション事業』の中核として

低炭素社会構築 献

『社会イノベーション事業』の中核として
高信頼・高効率の社会インフラの構築に貢献

エネルギー革新技術の開発促進
新エネルギ 事業の推進

低炭素社会構築へ貢献

新エネルギー事業の推進

グローバル化の推進
原子力 ＧＥとの協創 有望海外市場 注力原子力：ＧＥとの協創、有望海外市場へ注力
火力 ：欧州・北米・アジアの中核拠点強化、事業拡大

収益力の向上

プロジェクトマネジメントの強化
グローバル市場での競争力強化

収益力の向上

9 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved. 9

グロ バル市場での競争力強化



2-2 低炭素社会構築へ貢献（CO2削減目標）

交通・民生 10%日立グループ環境ビジョン ２０２５日立グループ環境ビジョン ２０２５

日立グループ環境ビジョンへの貢献 ：７０％を電力事業で実現■

発電

2025年

CO2抑制の内訳
（１億トン）

産業 20%

日立グル プ環境ビジョン ２０２５

CO２排出量１億トン抑制（２０２５）

日立グル プ環境ビジョン ２０２５

CO２排出量１億トン抑制（２０２５）

日立製品によるCO2排出量抑制目標

2006 20250 (年度)2015

発電 70% （１億トン）
0

2,000

4 0004,000

6,000

・高効率火力発電
・原子力発電
・再生可能エネルギー
・省エネルギー8 000

１億㌧

10 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.10

10,000

(万t-CO2/年)

・省エネルギー8,000



環境への取組み製品・技術

2-3 低炭素社会構築へ貢献（製品・技術開発）

原子力利用

環境への取組み製品・技術

原子力発電原子力発電
プラントプラント

【原子力発電プラント】

高出力・大容量化

原子力利用 高度保全技術による長寿命化

将来炉の開発加速

IGCCIGCC開発開発

ABWRABWR原子炉原子炉

石炭ｸﾘｰﾝ利用

抑制技術

【火力発電プラント】

高効率化（A-USC、IGCC開発）

CO2回収（酸素燃焼 化学吸収技術）

IGCCIGCC開発開発

モバイルモバイルCO2抑制技術
CO2回収（酸素燃焼、化学吸収技術）

低ＮＯｘ燃焼、高性能AQCS開発

モバイルモバイル
COCO22回収装置回収装置

AQCSAQCS
一貫研究設備一貫研究設備

新エネルギー
利用・安定供給

【風力・太陽光】

風力発電システム、メガソーラー

系統安定化技術、蓄電池

11 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.11

利用 安定供給

電力・情報・通信融合による高度化
ﾀﾞｳﾝｳｨﾝﾄﾞ型風車ﾀﾞｳﾝｳｨﾝﾄﾞ型風車 ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ

ABWR：Advanced Boiling Water Reactor (改良型沸騰水型軽水炉) A-USC：Advanced Ultra Super Critical (先進的超々臨界圧)
IGCC：Integrated Gasification Combined Cycle (石炭ガス化複合発電)  AQCS：Air Quality Control System (排煙処理システム)



2-4 グローバル化の推進

グロ バル化により海外売上高が大幅に伸長 海外売上高2 6倍(2006 2011年度)

(億円)

グローバル化により海外売上高が大幅に伸長

10,000
8,457 8,658

10,000

海外売上高2.6倍(2006⇒2011年度)

100%

185% 210%

海外海外

260%
5,667

,

5,000

2006年度 2011年度(目標)2008年度 2009年度(目標)

国内国内

0

グ
ロ
ー
バ

2006年 2007年 2009年2005年 2008年2004年以前

バブコック日立ヨーロッパ社設立(現日立パワーヨーロッパ社)

2004 日立パワーシステムズアメリカ社設立

2003

バ
ル
拠
点
の
整

日立パワーアフリカ社設立

GEとの原子力事業提携・合弁会社設立

メカニカルダイナミクス アンド アナリシス社子会社化

12 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.12

整
備

ドンゲス社子会社化

メラーナ・ボイラー社子会社化
＝欧州・アフリカ

＝米州



2-5 グローバル化の推進（主要拠点）

中核拠点を中心に 世界各地で現地化を推進中 【グル プ計 国内17社・海外23社】

日立パワーヨーロッパ日立パワーヨーロッパ 日立パワーシステムズアメリカ日立パワーシステムズアメリカ日立製作所日立製作所

米州

中核拠点を中心に、世界各地で現地化を推進中 【グループ計 国内17社・海外23社】

アジア欧州

日立パワ ヨ ロッパ日立パワ ヨ ロッパ 日立 ワ システムズア リカ日立 ワ システムズア リカ

GEGE日立ニュークリア・エナジー日立ニュークリア・エナジー

日立製作所日立製作所

バブコック日立バブコック日立

日立日立GEGEニュークリア・エナジーニュークリア・エナジー
日立ヨーロッパ日立ヨーロッパ

日立カナデ ア イ ダ トリ ズ日立カナデ ア イ ダ トリ ズ大連 立機械 備有大連 立機械 備有

ドンゲスドンゲス

メラーナ・ボイラーメラーナ・ボイラー

バブコック日立フィリピンバブコック日立フィリピン

日立日立((中国中国))

日立カナディアンインダストリィズ日立カナディアンインダストリィズ

メカニカルダイナミクスアンドアナリシスメカニカルダイナミクスアンドアナリシス

日立アメリカ日立アメリカ大連日立機械設備有限公司大連日立機械設備有限公司

東方日立鍋炉有限公司東方日立鍋炉有限公司

営業拠点

中核拠点

サ ビ 拠点

バブコック日立フィリピンバブコック日立フィリピン

日立アジア日立アジア

日立インダストリアルマシナリーフィリピンズ日立インダストリアルマシナリーフィリピンズアジアプラントメンテナンスアジアプラントメンテナンス

アジアプロジェクツエンジニアリングアジアプロジェクツエンジニアリング

サービス拠点

製造・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ拠点

日立パワーアフリカ日立パワーアフリカ

日立オーストラリア日立オーストラリアクライドバブコック日立クライドバブコック日立

●ボイラ(欧州トップシェア)を基軸 ●パートナー連携推進による ●火力リハビリ,環境装置等需要

13 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.13

に石炭火力拡販
●アフリカ・東欧他需要拡大地域

のさらなる開拓

中・印他での火力事業の拡大
●中東・インド他 有望市場

への拡販

増加への積極的対応
●GEとの連携によるABWR拡販、

ウラン濃縮事業へ取組み強化



2-6 収益力の向上

プロジェクトマネジメントの強化
プロジェクト管理・遂行力の向上
■ 管理 エンジ アリングツ ルの拡充 マネ ジ の増強■ 管理・エンジニアリングツールの拡充、マネージャーの増強

受注時審査の徹底とリスク予防策の実施

「海外プラント建設事業強化本部」設立によるレビ 強化

グローバル市場での競争力強化

「海外プラント建設事業強化本部」設立によるレビュー強化

グロ バル市場での競争力強化
グローバル中核拠点の強化
■ 現地インサイダー化の推進

開発促進による高シェア製品の拡大
■ 世界最大級の石炭燃焼試験設備、ＡＱＣＳ一貫研究設備 等

全員活動『基盤強化０８ ０９』強力推進

14 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.14

全員活動『基盤強化０８-０９』強力推進
■ グローバル調達・集約購買、品質改善・ロスコスト削減 等

AQCS：Air Quality Control System (排煙処理システム)



年度目標

2-7 電力グループ目標数値

２０１１年度目標

売上高１兆円

１０,０００

営業利益率５％

売上高

１０，０００

８，０００

(億円)

水力 電機

営業利益率

５％

２０

営業利益率

３％

２１

営業利益
黒字

８,６５８
８,４５７

５ ６６７

売上高

８，０００

６，０００

４，０００ 原子力

水力・電機
システム

他 ２３

２４
２０

１９

２１

２３
１８

営業利益
赤字

５,６６７

年度 年度目標 年度目標

火力

原子力

２，０００

０

５３
６０

６０

[単位：％]

年度

５９

２３

15 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.15

４２％ ４５％ ５０％海外売上高比率

２００８年度 ２００９年度目標 ２０１１年度目標

３４％

２００６年度
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推'15'15年度年度 3 0003 000億円億円売売

3-1 基本方針

・国内ABWR建設を着実に推進
・海外事業の推進

'15'15年度：年度：3,0003,000億円億円

'08'08年度：年度：2,0002,000億円億円

売
上
高

売
上
高

国内事業の着実な推進
国内ABWRプラント建設への参画継続
高度技術適用による継続的保全事業の推進

国内事業の着実な推進

高度技術適用による継続的保全事業の推進

海外事業の強化
米国・中東など有望市場への拡販を加速米国・中東など有望市場への拡販を加速
将来の原子力発電導入国へのアプローチ

高度技術の開発
建設高度化技術と高効率タービンの適用
既存プラントの出力向上, 高度保全技術の開発・推進

高度技術の開発

17 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.17

ABWR（出力向上）, ESBWR, 次世代BWRの開発推進
ABWR：Advanced Boiling Water Reactor（改良型沸騰水型原子炉）
ESBWR：Economic and Simplified Boiling Water Reactor（高経済性単純化沸騰水型原子炉）



国内における原子力発電所建設計画

3-2 国内事業の推進

国内における原子力発電所建設計画
ABWRプラントが圧倒的に多い
堅調に計画・建設が進行堅調に計画・建設が進行

ABWR
11基

PWR
4基

11基

原子力発電所建設計画*原子力発電所建設計画*

18 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.18* 経済産業省資源エネルギー庁「平成21年度電力供給計画の概要」より

中国電力（株）島根原子力発電所3号機建設



国内ABWR建設の中心的役割

3-3 国内事業の推進（ABWR建設）

国内ABWR建設の中心的役割
ABWRシェアNo.1（67%*）
ABWR全プラントの建設に参画

1996 東京電力/柏崎刈羽7号

東京電力/柏崎刈羽6号運転開始
ABWR初号機

ABWR全プラントの建設に参画

1996

1997
中部電力/浜岡5号

東京電力/柏崎刈羽7号

2005

中国電力/島根3号

北陸電力/志賀2号

2006

フルプラント建設

電源開発/大間

中国電力/島根3号

（予定）2011
：フルプラント

：原子炉系

初

19 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.19* 建設中プラント含む。原子炉系とタービン系を各々0.5基として算出
MOX：混合酸化物燃料

：タービン系
（予定）2014

世界初フルMOX

（年度）



原子力ルネサンスの世界的拡大

3-4 海外事業の強化

エネルギ 安定供給 原子力発電の海外需要増大

原子力ルネサンスの世界的拡大

エネルギー安定供給

地球温暖化問題

原子力発電の海外需要増大

～2020年まで 72GW（72基相当）

104
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GW：ギガワット, 出典：International Energy Outlook 2009 （DOE/EIA）, 日本を除く
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提携のねらい

3-5 海外事業の強化（GEとの戦略的提携）

最先端BWRプラントを

提携のねらい
ライセンス対応
（許認可・規格）

最先端BWRプラントを
グローバル市場へ提供マーケティング

生産システム
（製品, 建設技

術）

最適組合せ最適組合せ

：許認可（米国設計認証取得済）

最適体制
GEH

術）

：許認可（米国設計認証取得済）
：豊富な建設実績, 機器供給
：炉心燃料の供給, 開発

GEH
日立
GNF

燃料濃縮事業の取り組み
GLEによるウラン濃縮事業推進（レーザ技術）

産事業者 提携

21 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.21

世界最大のウラン生産事業者カメコ社と提携

GEH：GE日立ニュークリア・エナジー, GNF：グローバル・ニュークリア・フュエル, GLE：GE日立グローバル・レーザー・エンリッチメント



3-6 海外事業の強化（ABWRの拡販①）

世界最大級1,350MWの発電容量

実証された最新型原子力発電所

日本国内での豊富な運転実績

米国設計認証取得済（GEH）米国設計認証取得済（ ）

モジュール工法, 最新建設技術適用

実 れ 機 計 適

ABWR有望市場（米国･中東 他）への注力

実証された機器, 設計の適用

豊富な建設経験の反映

22 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.22

ABWR
原子炉圧力容器



新規市場 原発導入国 のアプ チ

3-7 海外事業の強化（ABWRの拡販②）

インド：エンジニアリング・建設最大手と提携（GEH）

新規市場・原発導入国へのアプローチ

中国：エネルギー多様化メリットでABWRをPR
東南アジア他：2020年～原発新規導入計画支援
⇒立地計画 人材育成含めたPR 将来計画への参入

中国北京
原子力工業国際展覧会

⇒立地計画・人材育成含めたPR, 将来計画への参入

タイ国政府・電力関係者への
ABWRセミナー（第1回）

島根3号ABWR建設所
海外関係視察際展覧

23 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.23

計18回 / 合計80人（6ヶ国）
（2008年度 日立受入対応分）

2009年4月
（延べ来場者数 約3,000人）

2009年3月
（約400人 / 継続開催中）



信頼性と競争力を高める日立の高度技術

3-8 高度技術の開発

信頼性と競争力を高める日立の高度技術

建設技術
高度化

主要機器
グループ内供給

信頼性向上信頼性向上信頼性向上
競争力強化
信頼性向上
競争力強化

製造能力
強化

高度保全
技術

24 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.24



機器の設計 製作

3-9 高度技術の開発（主要機器設計・製作）

情報制御ｼｽﾃﾑ事業部機器の設計・製作

主要機器をグループ内で供給
原子炉機器を継続的に供給

中央制御操作盤

バブコック日立

原子炉機器を継続的に供給

中央制御操作盤

原子炉圧力容器

日立事業所 日立事業所日立ﾌﾟﾗﾝﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ日立事業所 ﾗ

25 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.25

原子炉機器 インターナルポンプ タービン 発電機



最先端技術で高度化 高効率を実現

3-10 高度技術の開発（建設技術）

大型モジュール工法 RFID応用の
自動/高品質建設管理

最先端技術で高度化・高効率を実現

発電機ステ タ上部ドライウェル 自動/高品質建設管理

入出荷管理

据付記録管理 他

発電機ステータ上部ドライウェル

据 録

（約400 ton）（約400 ton）（約650 ton）（約650 ton）

ICチップ
（0 4mm角）

製品ID

（0.4mm角）

タグアンテナ 54mm

作業者ID

計測器ID

RPVペデスタル 水圧制御ﾕﾆｯﾄ室ﾓｼﾞｭｰﾙ

26 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.26
RFID：Radio Frequency Identification（約400 ton）（約400 ton） （約300 ton）（約300 ton）



高度保全技術の開発

3-11 高度技術の開発（高度保全技術）

・貴金属注入

・応力緩和

高度保全技術の開発

高度保全市場

高経年化 寿命40年 ⇒ 60年

GEHとのシナジー技術

・高信頼ドライヤ

高経年化：寿命40年 ⇒ 60年

出力向上：100% ⇒ 120%
出力向上技術開発

応力緩和技術高度化
・高効率ジェットポンプ

・点検用ロボット

・狭隘部WJP
・IHSI 検査技術高度化

応力緩和技術高度化

・点検用ロボット

・超音波探傷 / 渦電流探傷

左右並進･旋回・
降兼 推進機昇降兼用推進機

大型推進機
多関節型WJP CRDスタブ/

27 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.27

炉底部点検用ロボットWJP：Water Jet Peening, IHSI：高周波加熱残留応力改善法
CRD：制御棒駆動機構, ICM.H：In Core Monitoring Housing

カメラユニット
多関節型WJP タ /

ICM.H用WJP



計画的な製造 試験能力の増強

3-12 高度技術の開発（製造･試験能力強化）

設計棟増設（'06）, 生産建屋延長（'06, '08）

計画的な製造・試験能力の増強

大型ターンミラー導入（'06）
多目的蒸気源試験設備（'09）
レ ザ溶接機 制御棒耐震試験設備（'09）レーザ溶接機, 制御棒耐震試験設備（'09）

【計画中】
制御棒・制御棒駆動機構試験設備制御棒 制御棒駆動機構試験設備
機械加工設備強化, 生産建屋増設

28 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.28

制御棒 多目的蒸気源試験設備原子炉機器（上部格子板）



基盤技術の活用により開発加速

3-13 高度技術の開発（将来炉の開発)

炉型
（出力）

再循環
方式

安全系
年度

'80 '90 '00 '10 '20 '30 '40

基盤技術の活用により開発加速

（出力） 方式 80 90 00 10 20 30 40

建設開発

ABWR 強制
循環

動的
安全系

（1,350MW）（1,350MW）

建設【出力向上】 開発

ESBWR
（1 550MW）

自然
循環

静的
安全系

（1,500MW）（1,500MW）

建設開発
（1,550MW） 循環 安全系

次世代BWR
（1 700～

強制 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ

建設開発

建設開発

29 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.29

（1,700～
1,800MW）

循環 安全系
建設開発



国家プ ジ クトに 開発推進

3-14 高度技術の開発（次世代BWR）

国家プロジェクトにて開発推進
世界標準炉をめざし、基本性能や各国の共通要求を標準仕様化
2030年以降の国内リプレース需要に対応

電気出力向上
（1,700~1,800MW）

建屋－格納容器
分離構造

年 降 国 リ 需要

（1,700 1,800MW） 分離構造

SC構造
省ウラン炉心

（10%：24ヶ月運転）

SC構造
第一格納容器

（建設工期30ヶ月）

静的･動的安全系
免震建屋

30 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.30

ベストミックス
免震建屋

SC：Steel Plate Reinforced Concrete（鋼板コンクリート）



電力グループ事業説明会

2009年6月18日

Contents
１．市場動向
２．経営方針
３ 原子力発電事業３．原子力発電事業
４．火力発電事業
５．新エネルギー事業

31 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.31

６．まとめ

31Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.



4-1 基本方針

基幹事業である石炭火力の競争力強化'' 年度年度 億億売売 ・基幹事業である石炭火力の競争力強化
・トップシェア製品・伸長製品の拡大
・ＣＯ２・大気汚染物質の排出抑制

'11'11年度：年度：6,0006,000億円億円

'08'08年度：年度：4,5004,500億円億円

売
上
高

売
上
高

グローバルパフォーマンス最大化
括 纏 強

石炭火力事業の強化

ＢＴＧ一括取纏め力強化
プロジェクトマネジメント徹底、原価低減

中容量ガ タ ビ 事業 拡大中容量ガスタービン事業の拡大

高効率自主開発機を基軸とした事業展開加速

発電効率向上

環境対応技術の開発促進

32 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.32

発電効率向上
排ガスクリーン化、CO２回収

BTG：Boiler, Turbine, Generator



石炭：豊富な埋蔵量 小さな地域的偏在性 ⇒ 世界の基幹電源

4-2 市場動向

世界の発電電力量
資源確認埋蔵量

石炭：豊富な埋蔵量、小さな地域的偏在性 ⇒ 世界の基幹電源
天然ガス：相対的に少ないＣＯ２排出量 ⇒ 石炭に次ぐ主要電源

26 0

31.8

30

[兆kWh]

然ガ

石炭

資源確認埋蔵量

(117兆㎥）

（8475億トン）

60年

133年

18 0

20.6

26.0

20
天然

その他

石油

天然ガス

(１兆2379億ﾊﾞｰﾚﾙ)

(117兆㎥）

42年

60年

2118.0

10

石油

天然
ガス

20%

20地域別埋蔵量分布

0 50 100 150 200

100%

可採年数（年） 出典：「BP統計2008」

4

20
3

22

21

3

0

10

石炭41% 42 40

20%

25%

50%

75%
北米

中南米

欧州･ﾕｰﾗｼｱ

中東

アフリカ

5%
4

43
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0

2006 2010 2020 2030
出典：米国エネルギー省「International Energy Outlook 2009」

0%

25%

石油 天然ガス 石炭

アジア太平洋

出典：「BP統計2008」



4-3 石炭火力事業の強化(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ最大化)

日立パワーヨーロッパ
[HPE](’06年4月設立) 日立製作所(日立事業所)

日立パワーシステムズアメリカ
[HPSA](’05年2月設立)

日立パワーアフリカ
[HPA](’05年12月設立)

メカニカルダイナミクス アンド アナリシス
[MD&A](’05年9月子会社化)バブコック日立[BHK][HPA](’05年12月設立)

:HPE,HPAHPE,HPA :HPSA,MD&AHPSA,MD&A :日立製作所、日立製作所、BHKBHK他他

売上規模

[MD&A]( 05年9月子会社化)

海外拠点・パートナー
との協創

バブコック日立[BHK]

売上規模との協創

規模拡大 収益力向上

3,900
億円

5,200
億円

6,000
億円

34 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.34

2007 2009 2011
・規模拡大、収益力向上
・環境対応技術開発促進



4-4 石炭火力事業の強化(BTG一括取纏め力強化①)

主要地域別シェア

ボイラのシェア（5MW以上）：2004～2008年の受注実績

ボイラの世界シェア 主要地域別シ ア

市場 ボイラシェア

シェア：３５％Hi hi

ボイラの世界シ ア

トップシェア

欧州

シェア：３５％

（順位：１位）

市場規模：

Others
20.3%

Hitachi
22.0%MHI

4.0% 2004-2008
119 816MW 市場規模

約3,500万ｋW
シェア：１２％

DoosanB b k
IHI

Shanghai
(中国)

4.2%

Alstom
(仏)
13.8%

F t

119,816MW

北米 （順位：４位）

市場規模：

Doosan
(韓国)

10.7%

Harbin
(中国)

6.1%

Babcock
& Wilcox

(米)
6.1%

5.7% Foster
Wheeler

(米)
7.2%

35 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.35

出典：McCoy Reports 2008

（中国、インド市場を除く）

約2,200万ｋW



世界ト プシ アの脱硝触媒

4-5 石炭火力事業の強化(BTG一括取纏め力強化②)

■地球規模で大気汚染の防止に貢献
・窒素酸化物（NOx）分解

世界トップシェアの脱硝触媒

窒素酸化物（NOx）分解
→酸性雨、光化学スモッグの発生防止

■世界に先駆けて実用化 300
250%

脱硝触媒生産設備

実
・1963年；アンモニアによる

酸化チタン系触媒を開発

・1973年；排煙脱硝装置の製品化
100

200

300
250%

100%

生産能力

（％）

■自社開発・自社製造
・ボイラメーカーとして唯一

・1973年；排煙脱硝装置の製品化

Others 30.0%

Hitachi

2008年 受注シェア

0
05年 06年 07年 08年 09年

生産能力

・ボイラメーカーとして唯一

■世界No.1のシェア
・累積納入実績 世界No.1

Hitachi
28.0%

C社 6 0%

36 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.36

累積納入実績 世界No.1
・生産設備増強→トップシェア維持 B社 18.0% A社 18.0%

出典: 当社推計

C社 6.0%



4-6 石炭火力事業の強化(BTG一括取纏め力強化③)

ボイラ・AQCSはトップシェア製品
トップシェア製品を基軸に、BTG＋AQCS全てを自社で供給可

ボイラ・AQCS・蒸気タービン・発電機の最適化

ボイラ(B)
・高効率燃焼、NOx・CO2低減
・多炭種対応
・高効率燃焼、NOx・CO2低減
・多炭種対応

・高性能触媒
・脱硝、集塵、脱硫
一貫システム

・高性能触媒
・脱硝、集塵、脱硫
一貫システム

ボイラ
ＡＱＣＳ

（排煙処理）

ボイラ
トップシェア脱硝触媒

トップシェア

電気

蒸気

水 水石炭

蒸気
石炭

排煙

冷却水

37 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.37

蒸気
タービン(T) 発電機(G)・高効率、高信頼性・高効率、高信頼性

AQCS：Air Quality Control System(排煙処理システム)



4-7 石炭火力事業の強化(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ徹底、原価低減)

管

プロジェクトマネジメントの徹底

工程/収支/リスク管理の強化

プロジェクト管理ツールの拡充

高速高精度エンジニアリングツールの拡充

プロジェクトマネージャーの育成・拡充

原価低減活動の強化

標準化・エンジニアリング購買

原価低減活動の強化

38 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.38



高効率自主開発機を基軸としたビジネス展開加速

4-8 中容量ガスタービン事業の拡大

高効率自主開発機を基軸としたビジネス展開加速

■H-25型シリーズ ■80MW機

・H-25型の・受注実績（累計127台）

120
累積台数

国内

海外

H 25型の
スケールアップ

・既設油・ガス焚き
リプレイスによる高効率化

・受注実績（累計127台）

60

90
台
数

累積台数 リプレイスによる高効率化

・九州電力(株)リプレイス用に
初号機納入（工事～09/12）

30

60数

■AHAT＊2ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ
・コンバインドサイクルより、

高効率・低コスト

経済産業省補助事業

0
高効率 低コスト

・4MW検証機で
効率43%達成

～90 ～93 ～96 ～99 ～02 ～05 ～08

・ヘビーデューティタイプで、
トップクラスの性能*1

39 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.39

（世界初、実測補正）

*2：Advanced Humid Air Turbine（高湿分空気利用ガスタービン)

22ｍ

トップクラスの性能
・低NOｘ燃焼器、多種燃料対応

*1：発電端効率34.8％(天然ガス燃焼時）



大気排出物 排出抑制技術開発

4-9 環境対応技術の開発促進

大気排出物 排出抑制技術開発

CO2 NOｘ SOｘ PM 2000 2005 2010 2015 2020

発電効率向上

○
高効率蒸気タービン（高効率化、高信頼性化）

700℃級(46%)A-USC

大型実証機 商用ﾌﾟﾗﾝﾄ

750℃級(48%) 

石炭ガス化パイロット試験

○ ○ ○
排ガスクリーン化

大型実証機

低NOｘ燃焼、高性能AQCS（高性能化）

商用ﾌ ﾗﾝﾄ石炭ガス化パイロット試験

○
CO２回収

CO２回収技術（実証試験）

40 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.40
PM：Particulate Matter(有害微小物質)、A-USC：Advanced Ultra Super Critical(先進的超々臨界圧)

AQCS一貫研究設備世界最大級の石炭燃焼試験設備



蒸気条件の高温 高圧化による高効率化

4-10 環境対応技術の開発促進(発電効率向上①)

５0

発

蒸気条件の高温・高圧化による高効率化

ＵＳＣによるCO2排出量低減
対亜臨界圧；▲約7％

USCの建設実績
国内 機

40

発
電
効
率
（

対亜臨界圧；▲約7％
対超臨界圧；▲約2％

（現在の世界平均効率は約35%）

・国内： 8機
・海外：23機
(建設中含む)

30

700

（
％
）

（現在の世界平均効率は約35%）

700

600

蒸
気
温
度

ＵＳＣ （Ultra Super Critical）：
超々臨界圧（蒸気温度566℃超）

600

500

度
（℃

）

ｳｫﾙﾀｰｽｺｯﾄｼﾞｭﾆｱ4号機

（Power Magazine “2007
Plant of the Year”受賞）
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1960 1980 2000 2020
*超臨界圧（SC:Super Critical）：蒸気圧力が22.1MPa以上かつ蒸気温度が566℃以下
*超々臨界圧（USC:Ultra Super Critical）：超臨界圧のうち、蒸気温度が566℃を超えるもの
*亜臨界圧（Sub-Critical）蒸気圧力が22.1MPa未満（ボイラ型式がドラム式）



高効率蒸気タービン

4-11 環境対応技術の開発促進(発電効率向上②)

高性能ノズル翼
（三次元化による損失低減）最適反動度

（段落出力最適化による性能向上）

高効率蒸気タービン

最終段動翼 長翼化

低圧タービン高性能ノズル翼 / 動翼
（三次元化による損失低減）

高中圧タービン

最終段動翼の長翼化
（環帯面積増加による損失低減）

【蒸気流路】【蒸気流路】

高中圧タ ビン

湿り蒸気

低圧損流路
動翼のCCB化
（漏えい低減による効率向上）

湿り蒸気
多段落解析高性能排気室

42 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.42CCB：Continuous Cover Blade



700℃級A USC発電700℃級A USC発電 石炭ガス化複合発電石炭ガス化複合発電

4-12 環境対応技術の開発促進(発電効率向上③)

石炭を燃料ガスに転換

ガ タ ビ ＋蒸気タ ビ 高効率化

石炭を燃料ガスに転換

ガ タ ビ ＋蒸気タ ビ 高効率化

700℃級A-USC発電700℃級A-USC発電 石炭ガス化複合発電石炭ガス化複合発電

蒸気の高温・高圧化

ネルギ 利用率向上

蒸気の高温・高圧化

ネルギ 利用率向上

再熱器管ヘッダ

ガスタービン＋蒸気タービンで高効率化ガスタービン＋蒸気タービンで高効率化

燃料ガス ＣＯ２回収

排ガス 蒸気

エネルギー利用率向上
により高効率化

エネルギー利用率向上
により高効率化 過熱器管

700℃級ボイラの開発

ガス
タービン

蒸気
タービン

排熱回収
ボイラ

ガス
化炉
ガス
化炉

石炭

酸素

・ﾎﾞｲﾗ用新材料(Ni基
合金Alloy617他)に
よる管群設計

E ON社(独）

主配管

燃料ガス

酸素吹き一室二段旋回型
700℃に耐える合金を開発

・溶接技術の開発 E.ON社(独）
実証機開発 電源開発（株）と連携して開発

高カロリー、

・石炭
・酸素

上段

燃料ガス

EAGLE

タービンロータ用

低コストNi-Fe基

超合金(FENIX-700)

高カロリ 、
高効率ガス化

43 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.43

・石炭
・酸素

下段

ガス化炉

超合金(FENIX 700)

経済産業省補助事業

EAGLE：Coal Energy Application for Gas, Liquid and Electricity(多目的石炭ガス製造技術開発)



CO 回収CO 回収排ガスクリ ン化排ガスクリ ン化

4-13 環境対応技術の開発促進(排ｶﾞｽｸﾘｰﾝ化、CO２回収)

・低ＮＯｘ燃焼技術の開発（新型バーナ、

新型多段空気投入法を実機で検証）

CO２回収CO２回収排ガスクリーン化排ガスクリーン化

・欧米大学・電力会社との共同開発、実証試験・欧米大学・電力会社との共同開発、実証試験

酸素燃焼技術：酸素燃焼技術：FortumFortum社（フィンランド）、社（フィンランド）、酸素燃焼技術酸素燃焼技術 FortumFortum社（フィンランド）、社（フィンランド）、
AachenAachen大学（独）大学（独）

化学吸収技術：化学吸収技術：E.ONE.ON社社,E,Eｌｌectrabelectrabel社（独）、社（独）、
North DakotaNorth Dakota大学（米大学（米))低ＮＯｘバーナ

燃焼ガス

ﾞ/

ボイラ火炉

・米国環境規制対応AQCSの開発

ｵﾗﾝﾀﾞ/Hemweg発電所

脱硫乾式
集塵器

米国Ameren社脱硫
集塵器 と実証試験実施

Ameren社

44 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.44

モバイル式化学吸収装置（（独)発電所）
ＡＱＣＳ：Ａｉｒ Ｑｕａｌｉｔｙ Ｃｏｎｔｒｏｌ Ｓｙｓｔｅｍ(排煙処理システム)

AQCS
湿式

集塵器

熱交
換器

Ameren社
Duｃｋ Creek発電所
パイロット試験設備
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売

5-1 基本方針

'' 年度年度 億億売売売
上
高

・新エネルギー普及を支えるソリューションの提供

・新エネルギー推進本部設立による横断的取組み

'15'15年度：年度：2,0002,000億円億円

'08'08年度：年度： 250250億円億円

売
上
高

売
上
高

ダウンウィンド型風車の拡販ダウンウィンド型風車の拡販

風力発電システムの拡販

太陽光発電システム事業の推進
大規模太陽光発電システムの提供
送配電網と協調のとれた制御技術
大規模太陽光発電システムの提供
送配電網と協調のとれた制御技術送配電網と協調のとれた制御技術送配電網と協調のとれた制御技術

電池事業統括推進本部との連繋による開発加速電池事業統括推進本部との連繋による開発加速

蓄電池システムの開発

スマートグリッド関連システムの開発推進

電力系統安定化機器 システム等の開発 拡販電力系統安定化機器 システム等の開発 拡販

電池事業統括推進本部との連繋による開発加速電池事業統括推進本部との連繋による開発加速

46 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.46

電力系統安定化機器・システム等の開発・拡販

電力インフラ技術と情報通信技術との融合による高度化

電力系統安定化機器・システム等の開発・拡販

電力インフラ技術と情報通信技術との融合による高度化



5-2 新エネルギー普及への取組み

風力・太陽光発電等 新エネルギーは
低炭素社会に貢献するが

■ 日立グループの横断的取組み

■ 電力・情報通信分野の連携による強化

■ 日立グループの横断的取組み

■ 電力・情報通信分野の連携による強化

■ 天候等に発電量が大きく左右される

■ 導入が進むと系統（送配電網）
不安定の要因となり得る

■ 天候等に発電量が大きく左右される

■ 導入が進むと系統（送配電網）
不安定の要因となり得る

日立製作所
情報・電力・電機融合

事業推進本部安定 要安定 要

普及に伴う系統上の課題普及に伴う系統上の課題 新エネルギー推進本部

電力グループ

■ 系統安定性
■ 配電逆潮流 など
■ 系統安定性
■ 配電逆潮流 など

2009年4月
新設組織

情報・通信グループ

電機グループ

•蓄電池

■ 課題を解決する
ソリューションの提供が鍵

電池事業統括推進本部

新設組織

研究開発本部

47 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.47



5-3 新エネルギー普及への取組み(主要機器・システム)

■ 風力■ 風力■ 太陽光■ 太陽光
■ 電力系統システム

通信ネットワーク/監視制御装置/ＳＶＣ/蓄電池

■ 電力系統システム
通信ネットワーク/監視制御装置/ＳＶＣ/蓄電池

通信ネットワーク通信ネットワーク

電圧･電流

通信ネットワ ク通信ネットワ ク

太陽光
発電

風力
発電

SVC 負荷 SVC負荷

出力指令
蓄電池

太陽光システム太陽光システム

風車風車

SVR

高圧配電線

監視制御
装

変電所

低圧配電線

風車風車

センサ

装置

通信子局

低圧配電線

蓄電池

太陽光発電メガソーラー向け
パワ コンディシ ナ

メガソーラー向け
パワ コンディシ ナ

コンバータコンバータ 発電機発電機

48 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.48

ＳＶＣＳＶＣ

SVC：Static Var Compensator（静止形無効電力補償装置、SVR：Step Voltage Regulator（線路用電圧調整器）

パワーコンディショナーパワーコンディショナー



世界最大 ダウ ウ ド型風車 出力２MW)世界最大 ダウ ウ ド型風車 出力２MW)

5-4 風力発電システムの拡販

富士重工業（株）との協業によるシステム提供

■ ダウンウィンド型により 山岳 丘陵等吹上風の

富士重工業（株）との協業によるシステム提供

■ ダウンウィンド型により 山岳 丘陵等吹上風の

■世界最大のダウンウィンド型風車（出力２MW)■世界最大のダウンウィンド型風車（出力２MW)

■ ダウンウィンド型により、山岳･丘陵等吹上風の

多い地形で更に出力向上

■ 台風・強い雷にも耐える設計

■ 系統に優しい電力制御

■ ダウンウィンド型により、山岳･丘陵等吹上風の

多い地形で更に出力向上

■ 台風・強い雷にも耐える設計

■ 系統に優しい電力制御
風向

■ 系統に優しい電力制御

■ 国産メーカーによるシステム提供

■ 系統に優しい電力制御

■ 国産メーカーによるシステム提供

ダウンウ ンド風車の特徴ダウンウ ンド風車の特徴

商用１号機 （2008年2月完成）
（日立化成工業 鹿島事業所）

風
向

風
向

ダウンウィンド風車の特徴ダウンウィンド風車の特徴

今後洋上へ

平地から丘陵・山岳地へアップウィンド風車

ダウンウィンド風車

49 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.49
ダウンウィンド アップウィンド

A. 洋上 B. 平地 C. 丘陵・山岳地地域区分



5-5 太陽光発電システム事業の推進

太陽光太陽光スム スなスム スな

■ 蓄積した制御技術を駆使し送配電網と協調の取れた機能を実現■ 蓄積した制御技術を駆使し送配電網と協調の取れた機能を実現

太陽光
天候次第で
出力変動

太陽光
天候次第で
出力変動

スムースな
電力系統へ

の接続

スムースな
電力系統へ

の接続

電力出力変動に伴う
電力品質低下への対応

電力出力変動に伴う
電力品質低下への対応

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ

太陽電池
送配電網へ 直流交流

ﾊ ﾜｰｺﾝﾃ ｨｼｮﾅｰ

系統連系制御

電圧変動抑制制御

（発電電力変動によ
る電圧変動を抑制）

蓄電池及び
系統連系制御 電力系統擾乱時の

脱落防止（FRT制御）

50 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.50

：日立グループ所有技術 FRT: Fault Ride Through 系統事故による電圧変動、周波数変動に
対しても運転継続し、系統の安定性を確保する機能



5-6 蓄電池システムの開発

事 括推進 「 事事 括推進 「 事

社会イノベ シ ン事業

■ 電池事業統括推進本部の設立による「電池」事業への注力
■ 社会イノベーション事業への展開に向けた開発推進
■ 電池事業統括推進本部の設立による「電池」事業への注力
■ 社会イノベーション事業への展開に向けた開発推進

風力発電・
太陽光発電

社会イノベーション事業

産業用
機械

●風力・太陽光発電用
鉛蓄電池

建設機械 鉄道車両

・長寿命

（新神戸電機製）

特特

モーター
インバーター｢電池｣

長寿命
・保守容易

特
長
特
長

民 生

モーター

携帯
電話

ゲーム機

（制御）

小型

プラグイン
ハイブリッド車

｢電池｣

ハイブリッド
車

自動車

51 Copyright © 2009, Hitachi, Ltd., All rights reserved.51

電話
ゲ ム機

家電

小型
トラック電動

工具 電気
自動車

ハイブリッド車車



■ ５ の分野 製品／ リ シ を 開発 提供■ ５ の分野 製品／ リ シ を 開発 提供

5-7 スマートグリッド関連システムの開発推進

系統制御

■ ５つの分野で、製品／ソリューションを 開発・提供■ ５つの分野で、製品／ソリューションを 開発・提供

電力系統
監視制御

分散電源協調

設備・投資 お客さま

業務効率化

監視制御
システム

無効電力設備 投資
最適化 サービス

保守計画保守計画

無効電力
補償装置
(SVC)

保守計画
策定

保守計画
策定

教育教育 保守
（検査）

保守
（検査）

設備情報
管理

設備情報
管理

設備管理
システム

■ 電力と情報･通信技術の融合■ 電力と情報･通信技術の融合

電力インフラ技術
情報･通信

イン ラ技術

AMI
ソリューション

集合住宅　　　一般住宅

無線

電力インフラ技術

・ 電力設備・監視
制御保護システム

・ 開発・製造・保守

インフラ技術

・ 情報システム技術
・ 通信ネットワーク

構築技術
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低圧お客さま

SVC :Static Var Compensator
AMI: Advanced Metering Infrastructure 

(先進的自動検針インフラ)

開発 製造 保守
技術

構築技術
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6．まとめ

低炭素社会構築へ貢献低炭素社会構築へ貢献

20112011年度目標年度目標
売上高売上高11兆円兆円

グローバル化の推進グローバル化の推進 収益力の向上収益力の向上

営業利益率営業利益率5%5%

グ ル化の推進グ ル化の推進 収益力 向収益力 向
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将来予想に関する記述

本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがありえます。

その要因のうち、主なものは以下の通りです。

主 （特 本 ジ び パ） 経済状 び 急激な変● 主要市場（特に日本、アジア、米国およびヨーロッパ）における経済状況および需要の急激な変動

● 製品需給の変動（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門およびデジタルメディア・民生機器部門）

● 価格競争の激化（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門およびデジタルメディア・民生機器部門）

● 新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当社および子会社の能力

● 急速な技術革新（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門およびデジタルメディア・民生機器部門）

● 為替相場変動（特に円／ドル、円／ユーロ相場）

● 原材料価格の急激な変動

● 製品需給、為替相場および原材料価格変動に対応する当社および子会社の能力製

● 主要市場（特に日本、アジア、米国およびヨーロッパ）における社会状況および貿易規制等各種規制

● 自社特許の保護および他社特許の利用の確保（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門および

デジタルメディア・民生機器部門）

● 当社、子会社または持分法適用会社に対する訴訟その他の法的手続● 当社、子会社または持分法適用会社に対する訴訟その他の法的手続

● 製品やサービスに関する欠陥・瑕疵等

● 事業構造改善施策の実施

● 製品開発等における他社との提携関係

● 資金調達環境
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● 資金調達環境

● 日本の株式相場変動
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